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１．論文全体の骨子 
 
本稿の目的は第一次世界大戦期の日本がどのように総力戦政策を海外から受容し、国内に展
開したのか、さらに「連合国」の一員としての日本がどのように大戦に関与したのかを、特に英米と
の比較を通じて明らかにすることである。これによって巨視的には、日本近代史研究として戦間期
から第二次大戦期の総力戦政策の展開に関する研究に対して議論の基盤を提供すること、また第
一次大戦研究として大戦の非欧米圏への影響を明らかにすることを目指している。 
 これまで第一次大戦期の日本の総力戦政策については、陸軍の動向を中心に総動員法制の整
備やそこにおける政軍関係が研究されてきた。そこでの問題点は第二次大戦期の経験から遡及し
てドイツの影響や軍部の主導性などを過剰に指摘する傾向がみられることである。結果からの逆算
は認知を歪め、ある側面を過剰・過少に評価する危険性をはらんでいる。本稿は第二次大戦から
の遡及でなく、英米との比較を用いて日本の特徴を同時代的な観点から明らかにするよう努めた。
また連合国の一員としての活動は、陸軍の青島作戦や南洋・地中海での海軍の活動、対露武器
供給が従来取り上げられるにとどまってきた。連合各国が戦局の進展に伴い各種資源の統制を強
め、統制網は国際的なネットワークとして展開した。日本も特に 1917年以降その影響から免れず、
対策を迫られ連合国の一員としての行動を迫られていくのである。 
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３．各章要約 
第一章ではまず、総動員業務における実務的限界が軍部の地位を低下させ、財界人をはじめと
する文民が、従来軍人の専門領域だった分野に進出していく過程が、英国の事例を通じて明らか
にされている。総動員の中核目的は軍需生産の最大効率化であるが、軍需の生産・調達の分野は
元来軍部の管轄下にあり、英国においてさえ文民の関与は開戦当初陸軍に拒絶された。しかし軍
需不足が世間一般に露見し、政治問題化した結果、陸軍の威信が大きく低下することで動員行政
の主導権は文民へと移行した。そうした過程を経て、陸軍から軍需に関係する部局が切り離されて
成立した軍需省では、数多くの文民、財界人が指導的な地位につき、いわゆる「諮問と答申」では
なく行政権を行使することとなる。広範な社会経済を対象とする総動員業務の性質上、陸軍にはそ
の能力が欠けており、文民の参画が不可欠であると認識されるに至った事実が提示されている。 
 日本の陸軍は軍需工業動員法や軍需局の導入過程で、この英国の事例から多大な影響を受け
ていたことが明らかにされた。これは敵国ドイツに関してよりも、英米をはじめとした連合諸国につ
いて、質量ともに充実した情報を集めることが可能だったことにも起因している。軍需工業動員法
の起案に当たった陸軍省兵器局の担当者は上述の英国の事例を参考としており、動員実務にお
ける軍人の限界を理解していた。そうした理解は軍以外にも当然存在しており、国会での審議は、
陸軍省に属さない独立機関として軍需局と軍需評議会の設置を後押しした。そこには軍人だけで
なく官僚、財界人が参加し、総動員をきっかけにそれまで軍部の管轄だった軍需調達の分野に文
民関与する端緒となったのである。 
 
 第二章では、前章の問題意識を引き続き持ちながら、米国における総動員機関の設置過程と日
本の国勢院における政軍関係が検討される。米国の総動員機関が最終的に戦時産業院に改編さ
れていく過程は、軍需生産の最大化を目的とした動員業務に関して、陸軍が文民の介入を拒絶し、
軍需不足が政治問題化することによって軍部の威信が低下し、最終的に文民の主導体制が構築
されるという、まさに英国と類似した過程をたどった 
 一方の日本では、休戦に伴い軍需局と統計局を合併し、一九二〇年に国勢院が設置される。そ
の過程では、機関における軍部の地位が一層後退し、軍人と文民の平衡を意識した設計がなされ
た。国勢院と他省庁間で作成され閣議決定された業務取決めでは、軍を含む各省が国勢院に物
資割当要求を提出し、同院において優先順位等を決定し、各省はその範囲内で行動するよう記さ
れている。加えて同年八月に公布された勅令第三四二号は、軍需工業動員法施行に関する事項
について、他省庁に対する指揮命令権を首相に付与した。国勢院の業務取決めと、この勅令を合
わせて考えれば、米国に類似の方式が、日本において成立しつつあったとみることができる。 
 このときの陸軍の総動員運営構想は、同院設置と同時期に刊行された『国家総動員に関する意
見』から読み取ることができる。そこでは陸海軍省から軍需にかかわる部局を分離統合することや、
資源の割当や優先順位の決定などの機能を持たせることなどをその動員機関に期待しているよう
に、英米においては陸軍の政治的敗北を経て実現されたことを日本の陸軍はそれらを研究した結
果、自ら提案しているのである。立案に関わった軍人たちは総動員業務における軍の限界を認識
し、英米型の総動員を日本にも取り入れようとしていたとみられる。 
 
  第三章では、従来、主に運賃高騰に対する経済政策として扱われ、海運業への影響が論じら
れてきた戦時船舶管理令を、国際的な戦時経済と連合国海運動員体制との関連で検討し、かつ
海運動員問題への陸海軍の姿勢も考察している。同令の導入契機は米国が一九一七年七月に
日本への鉄禁輸を実施したことにあった。米国や連合国には、日本を連合国の海運動員に協力さ
せるための道具として資源を戦略的に用いる発想が出現しており、自由貿易によって鉄資源を得
る道を失った日本は、連合国の作戦に自国の海運力を提供することと引き換えに、資源の獲得を
試みざるを得なかった。 
逓信省は連合国の作戦に提供する船舶を動員するために同令を導入し、運用機関として戦時
船舶管理局を設けるとともに、各省の次官と財界人などを評議員として参加させた。田逓相はこの
評議員集会の位置づけについて、諮問機関的性格を明確に否定し、海運動員業務実行上のスタ
ッフとしての機能を期待した。ここまでの章でもみたように、動員に伴う広範な行政の権限は、逆説
的に民間人の行政参加を不可欠とするものであった。一方で軍部は、特に海軍において海運統
制への関心が低く、同令の立案過程に関与せず、同令発動の場合は事前協議を行うことを、陸海
軍共同で逓信省に申し入れるにとどまった。 
 逓信省は同令を背景に民間船を連合国協定価格で傭船し、連合国の作戦に参加させたように、
海運動員について連合国の枠組みに編入されつつあった。田逓相は自由貿易が行われえない環
境における日本経済の方針として、英米協調と支那との提携をあげた。後者は長期的解決策であ
り、現状では前者を選ばざるを得なかったのである。 
 
 第四章では、経済制裁の直接の源流である対敵取引禁止政策を取り上げ、前章に続き、自由貿
易が制限される国際戦時経済において、日本が連合国共同の対敵取引禁止政策に関与し、連合
国経済圏に留まることで日本経済を維持する試みが検討される。日本が同政策に関与するのは、
英国が一九一六年に入り英国が国籍主義とブラックリスト制度を実施し始めたのを契機としている。
ここで農商務省は対敵取引全般を避けるよう日本企業に注意を促した。敵国関連企業と取引する
日本企業とは、英国企業が取引を行わない姿勢を示したからである。さらに日本は一九一六年の
パリ連合国経済会議決議を承認して国際的な対敵取引取締体制に参加し、翌年には対敵取引禁
止令を施行する。対敵取引取締りの過程では、英国の対応によって日系企業が損害を被るケース
が出る一方で、英国は日本側の取締体制の粗漏を指摘し、相互の不信感が醸成された。 
同令の枢密院審議では、日本が過去の戦役では敵国と敵国民を区別し、在留敵国人について
はその権利を保護してきた経緯が指摘されたように、この政策は日本にとって大きな方針転換であ
るとともに、一般国民をも敵とみなす対敵取引禁止政策の総力戦的性格が同時代において理解さ
れていたといえる。英国への不信感を抱えながらも、農商務省はこの問題を通じて、日本の産業に
とっての資源供給地および輸出市場としての大英帝国の重要性を強調し続け、連合国経済圏との
通商関係の維持に努めた。 
 
第五章では、大戦景気によって生じた貧富の格差に対する不十分な社会政策として従来の研
究では評価されてきた戦時利得税を検討し、総力戦としての第一次世界大戦が社会政策の展開
を促していたことが明らかにされる。まず、英国において戦時利得税は戦費調達を目的に導入され
たのではなく、第一義的には資本家層が戦争から巨利を得ることを防止し、労働者の感情を慰撫
することで戦争への協力を維持するために導入されていたことが指摘される。歴史的に多くの税は
戦費獲得のために導入されてきたが、戦時利得税は総力戦が生んだ特異な税制であった。 
 一方、日本では一九一六年後半以降、経済の過熱に伴う諸問題が表面化するなかで、英国の
戦時利得税が紹介され、日本への導入議論がメディアにおいて盛んになされる。その支持論では
イギリスでの議論を援用する形で「戦苦の共同負担」や「総力戦における大衆強化」が理由として
唱えられた。マスメディアや知識人層は主要交戦国の経験をわがことのように受容し、対応策を求
めるという形で社会政策としての戦時利得税を要求したのである。このことは大戦が間接経験とは
いえ日本の政策思考やある種の政策に正統性を与えるものの変化を促したことを示している。 
一方で、大蔵省は戦後の経済戦への備えを重視する観点から、戦時利益を社内に留保させる
法律を準備していた。しかしこれは政友会との調整不足から一九一七年第三九議会への提出が
見送られる。次議会までの期間に東部ロシアへの派兵が検討され始めたため、大蔵省はその財源
を同税に期待するようになり、翌年の第四〇議会で同税は導入される。戦費を従来のように消費税
に求めず、同税を選択させたのは前述のような社会政策的税制を求める世論の存在によるところ
が大きい。総力戦を直接経験していない日本国においても、英国などの経験が日本国内の議論に
大きく影響していたのである。大蔵省が時とともに優先事項を変化させ、最終的に世論を利用する
形で財源を確保していった様子が明らかとなっている。 
